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パーム油発電を再生可能エネルギー電気固定価格買取制度の 

認定対象から除外することを求める意見書 

 
 

意見の趣旨 

パーム油発電は、ライフサイクル全体での温室効果ガス排出量が化石燃料による発電より少ないと

はいえず、食料との競合など持続可能性に重大な懸念を有するものであり、再生可能エネルギー電気

固定価格買取制度におけるバイオマス発電の対象からパーム油発電を除外すべきである。 
 

意見の理由 

第１ はじめに 

再生可能エネルギー電気の固定価格買取制度（以下「ＦＩＴ制度」という。）のもとでバイオマス

発電の一つとしてパーム油発電も認定対象とされ、２０１８年（平成３０年）に入札制度が導入さ

れるまで設備認定量が急増した。 
京都府下においては、福知山市内で２０１７年（平成２９年）６月に出力１２６０kWの発電施

設が稼働し、舞鶴市喜多地区でも出力約６万６０００kWの発電施設が計画されてきた（以下「本

件計画」という）。本件計画は、２０２０年（令和元年）７月に事業実施主体が清算手続きに入り、

実施されない見通しとなったが、パーム油発電についてはライフサイクル全体における温室効果ガ

ス（ＧＨＧ）排出量の削減及び持続可能性の観点から懸念が指摘されてきたものであり、ＦＩＴ制

度に適合しないものであるので、本意見を提出するものである。 
 
第２ パーム油発電とＦＩＴ制度適用の問題点 

１ ＦＩＴ制度とバイオマス発電 

ＦＩＴ制度は、再生可能エネルギーで発電した電気を電力会社が一定期間、固定価格で買い取る

制度で、１９９０年代から欧州等で風力や太陽光などの再生可能エネルギーの普及拡大策として導

入されてきた。 
我が国でも、東京電力福島原子力発電所事故を受けて、地球温暖化対策のために再生可能エネル

ギーの導入拡大が急がれていることから、２０１１年（平成２３年）８月に、「環境負荷の低減」「日

本の国際競争力の強化」「産業の振興」「地域の活性化」を目的とする電気事業者の再生可能エネル

ギー電気の調達に関する特別措置法（以下「再エネ特措法」という。）が制定され、２０１２年（平



2 
 

成２４年）７月から導入された。 
再エネ特措法では、電力事業者がその買取費用を電力消費者から賦課金として徴収して同制度を

支える仕組みであり、同制度の適用にあたっては、対象となる発電源にＧＨＧの削減効果及び持続

可能性が求められる。バイオマス発電はその燃料や発電方法がさまざまであり、パーム油発電は再

エネ特措法施行規則第３条第２８号にいう「農産物の収穫によって生じるバイオマスのうち液体で

あるものを電気に変換する設備」に該当するとされてきたが、農産物由来の液体燃料は土地利用変

化を含むＧＨＧの排出量、食料との競合1及び燃料供給の安定性など持続可能性の観点からの検討の

必要性が指摘されてきた。 
２ バイオマス燃料についての検討の経緯 

（１）２０１６年度（平成２８年度）から２０１７年度（平成２９年度）にかけてＦＩＴ制度による

バイオマス発電認定量が急増し、２０１９年（平成３１年）３月末時点でＦＩＴ制度開始前の導

入量とＦＩＴ認定量を合計すると１１３０万kWにも及んでいることが明らかになった。その９

割が輸入バイオマスであり、うちパーム油が２割、パーム油ヤシ殻が６割を占めていた。 
このようにパーム油発電のＦＩＴ認定の急増をもたらした背景には、バイオマス発電の買取価

格が一律に２４円/kWhという諸外国に比べ高すぎる価格が設定され、環境負荷の低減の観点か

ら重視されるべきライフサイクル全体でのＧＨＧ削減効果が考慮されていなかったことがあげ

られる。 
（２）また、輸入木質バイオマスについては、ＦＳＣ2等の森林認証についてＣｏＣ認証3というサプ

ライチェーンにわたる分別管理を行うことが要件とされていたが、パーム油など農産物の収穫に

よって生じるバイオマス燃料については２０１８年（平成３０年）４月まで同様の要件が定めら

れておらず、原料であるナツメヤシ栽培のための熱帯林の乱開発や泥炭地の農地転用による森林

火災やメタンガスの排出、さらに食料との競合等、持続可能性にかかる問題が指摘されてきた。 
２０１８年（平成３０年）４月の新規認定から燃料調達における持続可能性の評価として、Ｒ

ＳＰＯ認証4などの第三者認証による持続可能性の確認を行うこと及び認証燃料が非認証燃料と

分離されたかたちで輸送されることを証明するサプライチェーン認証（アイデンティティ・プリ

ザーブド（ＩＰ）方式5又はセグリゲーション（ＳＧ）方式6の認証を取得していること）が求め

られることになったが、これらは熱帯林や泥炭地由来の農園からのパーム油を除外するものでは

ない。 
 

1 パーム油のこれまでの用途の大半は食料用であった。 
2 「ＦＳＣ（森林管理協議会）」は、責任ある森林管理を世界に普及させることを目的として、国際的な森林認証

制度を運営する独立した非営利団体である。 
3 ＦＳＣ「ＣｏＣ認証」は、サプライチェーン全体を通じ製品が経路を全て辿ってＦＳＣ認証原料がきちんと識

別され、他の非認証製品と分別されているかを確認するものである。 
4 ＲＳＰＯ認証：「持続可能なパーム油のための円卓会議（ＲＳＰＯ）」による持続可能なパーム油の生産・利用

を目指す国際的な認証制度をいい、生産段階での認証と製造・加工・流通過程におけるサプライチェーン認証と

で構成されている。 
5 ＩＰ：認証された単独の農園から最終製品製造者に至るまでに完全に他のパーム油と隔離され、受け渡される

ものをいう。 
6 ＳＧ：複数の認証農園から得られた認証油が、非認証油とは混ぜ合わされることなく最終製品製造者まで受け

渡されるものをいう。 
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第３ パーム油発電におけるライフサイクル全体でのＧＨＧ排出量 

１ 経済産業省バイオマスワーキンググループにおける検討 

（１）そこで、経済産業省は、２０１８年度（平成３０年度）の調達価格等算定委員会において、Ｆ

ＩＴ制度で農産物の収穫に伴って生じるバイオマス燃料に求める持続可能性についての評価項目

及び食料との競合の観点を含めた検討を求め、総合資源エネルギー調査会の下にバイオマス持続

可能性ワーキンググループを設置し、農産物の収穫に伴って生じるバイオマス燃料の持続可能性

について検討し、２０１９年（令和元年）１０月に中間整理が出された7（以下「中間整理」とい

う）。 
（２）中間整理では、バイオマス発電における栽培、加工、輸送及び燃焼時のライフサイクル全体で

のＧＨＧ排出量と化石燃料のライフサイクルＧＨＧ排出量との比較（発電効率３０％）が示され

ている（下記図１）。液体燃料であるパーム油については、加工プロセスにおけるメタンガスの排

出処理がなされていない場合には、ライフサイクル全体でＬＮＧ火力よりも多くのＧＨＧを排出

する可能性が高い。 
  
【図１：化石燃料のライフサイクルＧＨＧ排出量との比較（発電効率３０％）】 

 
 

 
7 経済産業省「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会 バイ

オマス持続可能性ワーキンググループ 中間整理」（２０１９年１１月）

〔https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/biomass_sus_wg/pdf/20191118_repo
rt.pdf〕 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/biomass_sus_wg/pdf/20191118_repo
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さらに、栽培農地が熱帯林や泥炭地由来のパーム油の場合は、土地利用変化によるＧＨＧ排出

量が極めて大きいことがわかる（図２。土地利用変化がある場合は、ない場合に比べ最大１３９

倍である）。 
しかしながら、中間整理では、パーム油にかかるメタンガスの回収について第三者認証を通じ

た確認が現時点では不確実であることなどを指摘し、事業者にＧＨＧ排出削減計画の策定・実施

を求めるに留まった。 

  
 
（３）なお、中間整理では食料との競合について、運転開始済のパーム油発電所の設備容量が９万kW

であり、パーム油の年間使用等は最大１８万 tであるが、すでにＦＩＴ認定を受けた設備容量（１

８０万kW）における年間使用量は３６０万 tと試算されている。パーム油を燃料として大量に

活用する場合、燃料用と食用とが競合することで、食料の国際価格の高騰をもたらし途上国にお

ける飢餓に繋がる等の懸念があり、発電所にとっても燃料の安定調達に懸念が生じるリスクを指

摘し、これらの問題は個々の発電所がどのような燃料を調達するかというミクロ的確認だけで防

止することは困難であるとしている。 
２ 本件計画におけるＧＨＧ排出量の検証 

（１）本件計画の概要 
 舞鶴市の喜多地区パーム油発電所立地計画説明資料8（以下「説明資料」という。）によれば、

本件計画は、２０２０年（令和２年）４月の段階で、本件のプロジェクトファイナンスを目的と

する舞鶴グリーンイニシアティブズ合同会社（以下「ＭＧＩ」という。）が事業主体となり、建

設・運営・保守を日立造船による、出力６万６０００kWの国内最大級のパーム油発電計画であ

る。年間燃料使用量は約１２万トンとされていた。 
 

8 
https://www.city.maizuru.kyoto.jp/shigoto/cmsfiles/contents/0000006/6338/setsumeisiryou(20200613teisei).p
df（舞鶴市HP。２０２０年４月２７日に公表されたが、同年６月１３日に一部訂正された） 

https://www.city.maizuru.kyoto.jp/shigoto/cmsfiles/contents/0000006/6338/setsumeisiryou
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本件計画は２０１７年（平成２９年）７月２０日に日立造船株式会社（以下「日立造船」とい

う。）がＦＩＴ認定を受けており、２０１８年（平成３０年）９月に、ＭＧＩにＦＩＴ認定が譲

渡された。なお、ＭＧＩは２０２０年（令和２年）６月２９日にＦＩＴ認定ＩＤの廃止届を提出

し、同年７月１日に解散手続きに入ったとの報告を受けている。 
（２）事業者によるＧＨＧ排出量の試算 

ＭＧＩの説明資料9及び舞鶴市の説明資料10には、舞鶴ケースのパーム油発電について、ＲＳＰ

Ｏ認証を取得することで、「違法な森林伐採や土地利用変化のないことを確認し、ＧＨＧ排出量

削減に貢献する」とし、本件計画における発電設備の発電効率は４５％であり、「グリーンバリ

ューチェーンプログラム」による計算では「サプライチェーン全体におけるＧＨＧ排出量は

56g-CO2eq/ MJ- electricity 」と記載されている（図３）。 
 
【図３ 説明資料に記載された日立造船による試算】 

   
 
（３）日立造船によると、本件計画では加工時にガス処理がなされていないパーム油による発電であ

る。また、中間整理における図１は発電効率３０％の場合であるが、発電効率は４５％であるの

で、本件計画には妥当しないとするものである。しかし、発電効率を４５％としても、パーム油

加工時にガス処理がなされていない場合のライフサイクル全体でのＧＨＧ排出量は、土地利用変

化のない農園の場合であっても、約120～130 g-CO2eq/ MJ-Electricityとなり、ＬＮＧコンバイ

ンドサイクルのライフサイクルＧＨＧ排出量とほぼ同じ水準となる（図４）。 
また、ＲＳＰＯ認証は泥炭地由来農園による栽培を認めていることは争いがなく、土地利用変

化によるＧＨＧガス排出量が試算されるべきである。 
その場合、泥炭地由来の農園での栽培によるパーム油がわずか１％混入した場合であっても、

 
9 https://ＭＧＩ.energy/pdf/191010.pdf 
10 https://www.city.maizuru.kyoto.jp/shigoto/cmsfiles/contents/0000006/6048/ＭＧＩsiryou.pdf 

https://www.city.maizuru.kyoto.jp/shigoto/cmsfiles/contents/0000006/6048/
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ライフサイクル全体でのＧＨＧ排出量はＬＮＧコンバインドサイクルをやや超えるレベルとな

る。２％混入した場合には約300 g-CO2eq/ MJ -Electricityにもなり、石炭火発のＧＨＧ排出量

をはるかに超えることになる（図４）。 
 

【図４：発電量あたりＧＨＧ排出量（発電効率４５％）】 

 
上記に照らせば、パーム油発電をカーボンニュートラルな再生可能エネルギー発電、あるいは

対化石燃料比において排出量削減効果があると説明することは適切でないというべきである。 
 
第４ 結論 

ＦＩＴ制度は、ＧＨＧの排出削減に貢献する持続可能な再生可能エネルギーの推進を目的とする

ものであり、当該再生可能エネルギーの気候変動緩和効果が化石燃料に比して十分に大きいことは

必須である。 
ＲＳＰＯ認証やＩＰ・ＳＧ認証の導入によっても、土地利用変化の影響や加工工程におけるガス

処理工程を含むライフサイクル全体でのパーム油発電のＧＨＧ排出量は高効率のＬＮＧコンバイン

ドサイクル発電よりも小さいとは到底いえない。また、発電燃料としてのパーム油の大量消費は食

料との競合をもたらす懸念も大きいといわざるをえない。パーム油は全量輸入するもので、安定供

給性にも問題がある。 
よって、意見の趣旨に記載したとおり、パーム油発電をＦＩＴ制度の認定対象として、電気利用

者である国民の負担によって維持すべきではなく、再エネ特措法施行規則第３条第２８号における

「農産物の収穫によって生じるバイオマスのうち液体であるものを電気に変換する設備」からパー

ム油発電設備を除外すべきである。 
以 上 


